
被災状況把握

海氷監視

衛星放送 ナビゲーション

利用産業

射場（ロケット発射場）

ロケット

人工衛星

衛星等の追跡管制、衛星等の
運用など

太陽系探査

天文観測

大型ロケット
（H-ⅡA、H-ⅡB）

小型ロケット
（イプシロン）

赤外線天文衛星 「あかり」

宇宙セグメント

地上セグメント

宇宙ステーション
無人宇宙船

HTV（宇宙ステーション補給機）

小惑星探査機「はやぶさ2」

ユーザーセグメント

衛星等への指令送信、衛星データ等の地上への伝送

極軌道（高度約600～1,000km）
・地球を100分程度で一周
・地球上の表面全体を観察可能

静止軌道（高度約36,000km）

・地球を一周するのに一日
・赤道上空で地表と一緒に周回

（地球からは常に同じ場所に見える）
・代表的な日本の衛星は、

「ひまわり」（気象衛星）
BS、CS（通信・放送衛星）

準天頂軌道（高度約36,000km）
・地球を一周するのに一日
・１日８時間程度、日本の上空にいる
・代表的な日本の衛星は、

「みちびき」（測位衛星）

北極

南極

人工衛星の軌道と種類

３．宇宙開発利用の産業構造

衛星メーカー

ロケットメーカー、
打ち上げサービス

政府が整備 20



GPS衛星

Ａ．測位衛星

準天頂衛星

出典：ＪＡＸＡ

出典：Lockheed Martin 

出典：Lockheed Martin 

出典：Lockheed Martin 

出典：Lockheed Martin 

スマホ
Positioning

カーナビ
Navigation

時刻
Timing

出典：セイコーウォッチ

GPS時計金融市場

Ｂ．リモートセンシング衛星

出典：JSI

GeoEye-1（光学） TerraSAR-X（レーダ）

出典：DLR

出典： DigitalGlobe社HP
（2011年3月14日に撮影さ
れた福島第1原発の画像）

出典：JAXA／

国土地理院（東
日本大震災に
伴う地殻変動を
示したALOS「だ
いち」のSAR干
渉画像）出典： 気象庁HP（気象衛

星「ひまわり」の画像）

レーダ光学

BS放送

Ｃ．通信・放送衛星

衛星通信（一例） 衛星放送

出典:KDDI

通信衛星を利用した
現場からの報道中継

出典:三菱電機

出典:NHK

衛星携帯電話

出典:Thuraya

３－１．宇宙利用の技術体系
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通信衛星 放送衛星

出典：三菱電機 出典：Lockheed Martin出典：スカパーJSAT 出典：Lockheed Martin 



３－２．宇宙利用分野と利用主体

Ａ.測位衛星 Ｂ.リモートセンシング衛星 Ｃ.通信・放送衛星

特徴

● 公的インフラ
● 測位信号は無償で提供。
● ユーザー側が付加価値を付

けてＧＩＳ等として利用。

● 画像データは有償が一般的。
（政府が運用する衛星によるものを除く）

● 付加価値が高い。
● 画像データはＧＩＳの重要な

データソース。

● 耐災害性 ● 多元接続性
● 柔軟性 ● 広域性
● 同報性

行政分野

● 安全保障
● 警察 ● 消防 ● 海上保安
● 測量 ● 航空管制 など

● 安全保障 ● 気象予報
● 地図作成 ● 海上交通
● 地震・火山活動監視 など

● 安全保障
● 警察
● 防災関係 など

産業分野

● 測量 ● 携帯電話 ● 防犯
● ナビゲーション(車､船舶等)
● 配車管理(ﾊﾞｽ､ﾀｸｼｰ､宅配便)

など

● 気象予報 ● 農林水産業
● 資源探査 ● 環境監視

など

● 衛星電話サービス
● 衛星放送サービス
● データ通信サービス など

研究分野

● 地殻変動
● ＧＰＳ気象

など

● 長期気候変動
● 地殻変動
● 水循環 など

⇒ 防災マップ、水資源管理、
森林管理、環境監視など利
用拡大の可能性が高い。

⇒ 未開拓な分野、新たな利
用分野の利用拡大の可能性
が高い。

⇒ 準天頂衛星の測位・時刻
サービス等の活用により、
様々なサービス形態による
利用拡大の可能性が高い。

⇒ 警察・消防・救急など更
なる利用拡大の可能性が高
い。

⇒ 利用ニーズは、一定程度
特定されている。

⇒ 民間事業者による新たな
サービス提供の取り組みが
行われており、利用拡大の
可能性が高い。
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３－３．宇宙産業の構造

Ａ．測位衛星 Ｂ．リモートセンシング衛星 Ｃ．通信・放送衛星

・顧客は基本的に政府。

・測位衛星を有する国は、広義の
安全保障上の要請もあり、自国・
域内調達が基本。

・顧客は基本的に政府。近年、ＰＰＰ
や民間企業による調達も拡大。

・発展途上国には、欧州等がＯＤＡ
等の支援を供与しており、我が国
もベトナムに対する供与を決定。

・安全保障目的の衛星は一般的に
自国内での調達が基本。

・顧客は、通信・放送会社。世界
的に民間企業か政府系通信・
放送会社。

・衛星市場の８０％近くを占める。

・我が国はカーナビ等民生用では
最大の測位利用国。

・利用産業の裾野は極めて広範か
つ需要は著しく拡大。

・欧州は産学官の共同実証プロ
ジェクトを推進（ＦＰプログラム）

・ＩＭＥＳ等我が国独自のアプリ
ケーションによる海外展開による
市場獲得が課題。

・世界的に需要先の大半は安全
保障機関。

・民生用でも防災関係の需要が
急拡大。

・最終ユーザは、画像データの整
備、加工、解析のみならず、ソ
リューションを求めるのが一般的。

・通信に比し、放送分野の需要
が大きく、かつ、拡大傾向。

・公的機関は、民間の通信・放
送サービスを直接調達

・最終ユーザーは個人・法人区
別なく極めて多様。

・ＢＣＰ、災害対応等で衛星通信
の需要は世界的に拡大中。

利
用
産
業

衛
星
等

機
器
産
業



政 府
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４．測位衛星関連の産業構造

測位衛星運用企業（ＰＦＩ）

アプリケーション
の作成

情報化施工、ＩＴ農業、防災などの
ソリューション提供

その他

最終ユーザー（個人・企業等）

無償

利 用 産 業

サービス提供

調達調達

衛星供給

機器
提供

有償

サービス提供 有償

打上げ
サービス衛星メーカ

利用機
器
メーカー
産業



宇宙システム（衛星）（政府が整備）

地上システム（政府が整備） ユーザ（利用産業）

準天頂軌道衛星/静止軌道衛星

監視局
信号受信
データ転送

追跡管制局
各種データアップリンク/ダウンリンク
テレメトリ取得

主管制局
データ評価、軌道計算
軌道・クロック情報生成
航法メッセージ作成

GPS衛星等

アップリンク/ダウンリンク
航法信号
補強信号

航法信号

・衛星管制設備
・測位信号生成設備
・公共専用信号生成設備
・補強信号生成設備
・メッセージ通信設備

受信データ等各種データ

４－１．実用準天頂衛星システムの構成
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（高精度衛星測位サービス利用促進協議会の設立を準備中。）



単位：億円/年

市場規模予測：
2008年→2013年

４－２．国内市場規模の拡大予測（２００８年時点の予測）

• 国内市場規模予測：4兆円（2008）⇒10兆円(2013）
• 世界市場規模予測：7兆円（2005）⇒56兆円（2025）（2006年EU調査）

〔うち商品：3.9兆円→33兆円 サービス：3.2兆円→24兆円〕

出典：地理空間情報活用推進研究会報告書（平成20年7月）
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